
 

 

（別紙１） 

緊急遮断弁の製造請負に係る仕様書 

１．目的 

福山配水池に設置済みの緊急遮断弁ならびに制御盤を更新する事で、今後起こりうる、万一の災

害発生時において、確実に緊急遮断弁を作動させ、二次災害を未然に防止するとともに、非常用飲

料水の確保を継続させることを目的とする。  

 

２．システム構成の概略 

地震、流量の併用感知にて緊急遮断弁が作動し中間停止が可能であること。中間停止開度及び

異常流量の設定は制御盤で操作できるものとし、復帰及び遮断操作は中央（遠方監視装置）から

の遠隔操作を可能とすること。 

また、非常時の際のバルブ操作において、雨天・夜間作業及び弁室内酸欠等の危険を伴う事を想

定し、従前同じく地上制御盤でのバルブ操作ができるものとする。 

制御盤は既設の建屋正面から水平に搬入し設置予定であり、搬入口の高さに制約があるため、搬

入可能な外形寸法とすること。 

 

※責任の分界面より、緊急遮断弁本体と制御盤は同一メーカーにて製作する事とする。 

 

３．設備構成 

a. 緊急遮断弁 

b. 緊急遮断弁制御盤 

1) 緊急遮断弁制御装置 

2) 直流電源装置 

3) 流量警報設定器     （流量計測を行う流量計は、別設備とする。） 

4) 地震計 

 

４．感知方式 

感知方式は以下の３種類の感知方式より、制御盤上の感知方式切換スイッチにて任意に選定 

できるものとする。 

a.地震感知  b.異常流量感知  c.地震and異常流量感知  

 a.地震を感知した場合、弁は作動する。 

 b.異常流量を感知した場合、弁は作動する。 

 c.地震と異常流量の両方を感知した場合、弁は作動する。 

 

５．設備細目 

5-1 緊急遮断弁 

1) 口径                  ３００ｍｍ 

2) 台数                  １台 



 

 

3) 弁形式                バタフライ弁 

4) 弁動作        全開からの弁の閉動作は、手動操作もしくは、非常時 

                        （地震、異常流量）に自動的に中間停止位置まで遮断し 

            中間停止位置から全閉までは制御盤または、中央からの遠隔での 

操作とする。 

5) 中間停止       緊急遮断弁が作動した場合、予め設定した弁開度で弁を停止する。 

設定範囲は弁開度の０～５０％の間とする。 

中間停止後の許容移動量は、１時間当たり弁開度0.5％以下とする。 

6) 復帰方式        制御盤操作及び制御盤からの手動遠隔ハンドル操作または、中央か

らの遠隔による電動開復帰方式とする。 

7) 閉鎖方式        急閉をさけるべく閉鎖時間の調整機能をもつこと。 

   8) 使用流体        常温清水 （上水） 

   9) 使用圧力        ０．４５ＭＰａ 

   10) 要部材質       メーカー標準による 

（参考）弁箱：ＦＣＤ４５０－１０ 

                   弁体：ＦＣＤ４５０－１０ 

                      弁棒：ＳＵＳ４０３ 

                   弁座：合成ゴム 

   11) フランジ            ＪＷＷＡ Ｂ １３８ ２種（ＲＦ形） 

     12) 面間寸法       ４００ｍｍ程度 

   13) 水圧検査       弁箱耐圧検査   １．７５ＭＰａ程度 

                              弁座漏れ検査  ０．４５ＭＰａ程度 

     14) 塗装                 メーカー標準による 

               （参考）外面：エポキシ樹脂系 マンセル１０Ｂ ５／１０ 

                               内面：エポキシ樹脂粉体塗装 

   15) 据付脚        有り 

   16) 設置場所             弁ピット内 

     17) 附属品        リミットスイッチ 全開－全閉 

開度発信器 

その他必要なもの 

 

5-2 緊急遮断弁制御盤 

ａ．緊急遮断弁制御装置 

   緊急遮断弁制御に必要な制御回路部品を収納し、また必要な表示をさせることを 

目的とする。 

      直流電源装置と地震計を同一盤内に収納するものとする。 

        1) 形式                   屋外自立形鋼板製    前背面扉式 

        2) 使用鋼板        厚さ 2.3mm以上 



 

 

 3) 塗装色         メーカー標準による 

（参考）マンセル ５Ｙ７／１ 半ツヤ 

        4) 盤取付品        盤名称銘板 、各機器名称銘板       １式 

                     状態表示灯            １式 

                 弁開度計               １式 

電圧計・電流計           １式 

流量警報設定器          １式 

切換スイッチ           １式 

押釦スイッチ           １式 

    5) 外形寸法        W：1500mm程度 

                 D：1300mm程度 

                 H：1900mm以下 

 

      b．直流電源装置 

      緊急遮断弁操作及び流量計に必要な直流電源の確保を目的とする。 

      緊急遮断弁制御盤内に収納とする。 

        1) 停電保証時間      １時間 

        2) 充電器                 制御方式    ＰＷＭ  スイッチング方式 

                 冷却方式       自然冷却 

                 定格入力       ＡＣ 100Ｖ 50/60 Hz 相数１φ 

                公称出力       ＤＣ ２４Ｖ  

        3) 蓄電池         小形制御弁式鉛蓄電池  ＤＣ ２４Ｖ 

     

   c．流量警報設定器 

      流量信号（ＤＣ４～２０ｍＡ）を受けて、流量信号により緊急遮断弁の制御を促すための 

接点を動作するものとする。（流量信号 ＤＣ４～２０ｍＡは別設備より供給する。） 

                  入力信号    ＤＣ４～２０ｍＡ                

                                  警報設定    １段設定 

                  警報発信    入力信号のフルスケール０～１００% 

                                                 任意に可変できるもの。 

 

   ｄ．流量警報遅延タイマ－ 

流量警報遅延タイマ－設定範囲は１分間の範囲で設定できるものとする。 

 

   ｅ．地震計 

         地震発生と同時に、揺れの大きさを瞬時に検出し設定値以上の加速度になれば緊急遮断

弁の制御及び警報を促すための接点動作をするものとする。 

緊急遮断弁制御盤内に収納とする。 



 

 

       1） 検出方向       全方向  

        2) 検出方式       サーボ式加速度型 

       3） 設定加速度      ５～９９９．９Ｇａｌ、０．１Ｇａｌ間隔任意設定 

    4) 警報段数       上限３段個別設定 

      5)  出力信号       無電圧 a 接点 

        6)  使用電源       ＤＣ ２４Ｖ 

        

ｆ．その他 

緊急遮断弁制御盤内に流量計変換器（支給品）を収納し、流量信号（４～２０ｍＡ）

を緊急遮断弁の制御に使用するとともに、遠方監視設備(ﾃﾚﾒ-ﾀ)に出力する機能を有す

るものとする。 

なお、流量計変換器には、停電保証された直流電源（ＤＣ２４Ｖ）を供給するものと

する。 

 

ｇ．遠方監視設備(ﾃﾚﾒ-ﾀ)へのインターフェース（端子台渡し、無電圧ａ接点） 

   1）アラーム出力  ・直流電源異常 ・遮断弁異常（確認）  

    2）状態出力    ・全開 ・全閉 ・中間停止 ・地震検知 ・異常流量  

・流量計切放し 

3）信号出力    ・緊急遮断弁 開度信号（４～２０ｍＡ） 

・流量信号（４～２０ｍＡ） 

・地震計ＧＡＬ値信号（４～２０ｍＡ） 

    4) 遠方操作入力   ・遮断弁開（自動復帰）接点 ・遮断弁ロック解除（遮断）接点  

・遮断弁閉（中間停止解除）接点 ・弁中間停止（停止）接点  

・流量計切放し接点 

６．その他 

6-1 納入品の製作（仕様）に関して 

・受注後に現地調査及び担当者と協議を行い、既設品と同等以上の機能を有した仕様決定とす 

 ること。 

・納品前に工場立会検査を行う。検査項目について担当者と協議すること。 

 

6-2 納入品の設置に関して 

・納入品の現地設置は別途に発注する工事によって行う。 

・現地設置及び設置後の試験運転等の際、メーカー固有の仕様でありそれ以外のものでは困難 

 な作業が必要となる場合は、納入者の負担にてメーカーが作業を行うこと。 




